
先端医療開発特
区設備整備費補
助金
（先端医療開発
特区設備整備事
業）

10¶150¶000 ` 8¶889¶300 ` ` 1¶260¶000 (注３)

計 1¶124¶964¶389 ` 755¶212¶984 ` ` 369¶341¶122

（注１） 当期交付額と当期振替額の差額46¶883円は返金予定額です。
（注２） 当期交付額と当期振替額の差額362¶700円は返金予定額です。
（注３） 当期交付額と当期振替額の差額700円は返金予定額です。

Î 役員及び教職員の給与の明細
（単位：円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

常 勤 (70¶435¶395)
70¶435¶395 5

(53¶545¶200)
53¶545¶200 1

役 員 非 常 勤 (`)
3¶576¶150 4

(`)
` `

計 (70¶435¶395)
74¶011¶545 9

(53¶545¶200)
53¶545¶200 1

常 勤 (9¶428¶804¶125)
10¶292¶485¶819 1¶528

(1¶170¶817¶164)
1¶174¶971¶145 90

教 職 員 非 常 勤 (`)
1¶617¶068¶063 938

(`)
6¶466¶111 98

計 (9¶428¶804¶125)
11¶909¶553¶882 2¶466

(1¶170¶817¶164)
1¶181¶437¶256 188

Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：円）

区 分 附 属 病 院 附 属 学 校 大 学 小 計 法 人 共 通 合 計

業務費用
業務費 13¶884¶224¶315 775¶645¶075 12¶629¶526¶294 27¶289¶395¶684 ` 27¶289¶395¶684

教育経費 37¶495¶775 121¶914¶775 1¶190¶918¶151 1¶350¶328¶701 1¶350¶328¶701

研究経費 59¶235¶582 54¶600 1¶706¶605¶610 1¶765¶895¶792 1¶765¶895¶792

診療経費 7¶855¶106¶335 ` ` 7¶855¶106¶335 7¶855¶106¶335

教育研究支援経費 ` ` 506¶636¶928 506¶636¶928 506¶636¶928

受託研究費 31¶275¶351 ` 1¶060¶303¶077 1¶091¶578¶428 1¶091¶578¶428

受託事業費 8¶439¶211 ` 91¶802¶267 100¶241¶478 100¶241¶478

人件費 5¶892¶672¶061 653¶675¶700 8¶073¶260¶261 14¶619¶608¶022 14¶619¶608¶022

一般管理費 75¶156¶720 ` 501¶741¶614 576¶898¶334 576¶898¶334

財務費用 203¶640¶114 ` 4¶678¶789 208¶318¶903 208¶318¶903

雑損 260¶485 ` ` 260¶485 260¶485

小 計 14¶163¶281¶634 775¶645¶075 13¶135¶946¶697 28¶074¶873¶406 ` 28¶074¶873¶406

常 勤 (9¶499¶239¶520)
10¶362¶921¶214 1¶533

(1¶224¶362¶364)
1¶228¶516¶345 91

合 計 非 常 勤 (`)
1¶620¶644¶213 942

(`)
6¶466¶111 98

計 (9¶499¶239¶520)
11¶983¶565¶427 2¶475

(1¶224¶362¶364)
1¶234¶982¶456 189
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~ １．役員に対する報酬等の支給基準の概要

役員の給与は、「国立大学法人福井大学役員給与規程」によることとしております。

役員の退職手当は、「国立大学法人福井大学役員退職手当規程」によることとしております。

２．教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要

教職員の給与は、「国立大学法人福井大学職員給与規程」によることとしております。

教職員の退職手当は、「国立大学法人福井大学職員退職手当規程」等によることとしており

ます。

３．報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員数、退職給付については延べ人数として

おります。

４．人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公

表方法等について（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」という。）に準じております。

常勤職員には、「ガイドライン」で言う「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任

用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員を記載しております。

非常勤職員には、「ガイドライン」で言う「常勤職員」、受託研究費等により雇用する者及

び「派遣会社に支払う費用」以外の職員を記載しております。

５．「支給額」欄の上段括弧内には、承継職員等に係る支給額を内数にて記載しております。

６．中期計画においては、法定福利費を含めて予算上の人件費としておりますが、上記明細に

は法定福利費は含まれておりません。
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